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株式会社 TBS ホールディングス 2024 年 9 月 5 日 

 

サステナビリティ・ファイナンス・フレームワーク サステナブルファイナンス本部 

担当アナリスト：安生 琢 

 

格付投資情報センター（R&I）は、TBS ホールディングスのサステナビリティ・ファイナンス・フレームワーク（2024

年 9 月策定）が以下の原則・ガイドラインに適合していることを確認した。 

 

■資金使途（サステナビリティ） 

対象プロジェクト 

赤坂エンタテインメント・シティ計画 

グリーン事業区分 ソーシャル事業区分 対象となる人々 

エネルギー効率       

 グリーンビルディング 

社会経済的向上とエンパワーメント 

手ごろな価格の基本的インフラ設備 

高齢者、障がい者、 

自然災害の罹災者を含む弱者 

 

 

 

 

 

 

 

 

グリーンボンド原則（2021、ICMA） グリーンローン原則（2023、LMA 等） 

ソーシャルボンド原則（2023、ICMA） ソーシャルローン原則（2023、LMA 等） 

グリーンボンドガイドライン（2022、環境省） グリーンローンガイドライン（2022、環境省） 

ソーシャルボンドガイドライン（2021、金融庁） サステナビリティボンド・ガイドライン（2021、ICMA） 
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■資金使途（グリーン） 

事業区分 適格クライテリア 

エネルギー効率/ 

グリーンビルディング 

下記のグリーン適格要件を満たす環境に関する性能を確認済みの建物及び当該建

物に関連する土地取得等含めた事業とする 

 

＜グリーン適格要件＞ 

以下のいずれかの建物認証を取得もしくは更新した建物、 

または将来取得もしくは更新予定の建物 

 

・CASBEE 建築（新築、既存、改修）または CASBEE 不動産における A ランク以上 

・LEED 認証における Silver 以上 

・DBJ Green Building 認証における 3 つ星以上 

・BELS（建築物省エネルギー性能表示制度）における 5 つ星以上 

・ZEB における Oriented 以上 

 

 

再生可能エネルギー 

・再生可能エネルギー（太陽光、風力等）の発電に係る投融資・開発・建設・管理・運

営保守その他関連支出に関するプロジェクト 

・再生可能エネルギー由来電力、非化石証書・グリーン電力証書、J-クレジット購入

に係る投融資及び支出 

・グリーン水素の購入・利用に関連する設備に係る投融資・開発・建設・管理・運営保

守その他関連支出に関するプロジェクト（ただし、対象となる水素は日本の水素基本

戦略で掲げられる目標値を満たすものに限る。また、対象となる設備は化石燃料を

使わないものに限る。） 

エネルギー効率       建築物、施設の省エネ改修のうち、改修前後の設備エネルギー削減率を 30％以上

もたらすもの（ただし、改修前後のエネルギー削減率が計算できない場合は、省エネ

法に基づくトップランナー制度における省エネ基準等を満たすものに限る） 
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１．資金調達者の概要 

 TBS ホールディングスは、TBS グループの認定放送持株会社。TBS テレビはドラマや報道番組などで実績を

有する系列 28 局のキー局である。同グループは放送事業からコンテンツ制作、文化事業、ライフスタイル事

業、不動産事業まで多岐にわたる事業を展開している。 

 TBS グループでは公共的・社会的使命を持つメディアを包含するグループならではの ESG 経営として、私た

ちが暮らす地球に（E）、社会や働く仲間に（S）、責任企業として（G）「最高の“時”」を提供するため様々な施

策を講じている。 

 

２. 調達資金の使途 

調達資金の使途として示された対象プロジェクトは明確な環境改善効果・社会的効果をもたらす。調達資金の

使途は適切である。 

調達資金は本オピニオン 1～2 ページの表に記載の適格クライテリアを満たすプロジェクトのための新規支出

またはリファイナンスに充当する。なお、既存投資へのリファイナンスに充当される場合は、サステナビリティ・ファイ

ナンスの実⾏から遡って 24 ヶ月以内に実施された適格事業への支出に限定される。 

(1) サステナビリティ適格事業と環境改善効果・社会的効果 

A.コンテンツ主導による最高の“時”を届ける街づくり（赤坂エンタテインメント・シティ計画） 

グリーン事業区分：エネルギー効率、グリーンビルディング 

ソーシャル事業区分：社会経済的向上とエンパワーメント、手ごろな価格の基本的インフラ設備 

対象となる人々：高齢者、障がい者、自然災害の罹災者を含む弱者 

貢献する SDGs： 「7.エネルギーをみんなに そしてクリーンに」「11.住み続けられるまちづくりを」         

「13.気候変動に具体的な対策を」 
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・ 調達資金は東京都港区の「赤坂二・六丁目地区開発計画（赤坂エンタテインメント・シティ計画）」（以下「本

プロジェクト」）に充当される。本プロジェクトは TBS ホールディングスが三菱地所と共同で推進しており、国家

戦略特別区域 1と民間都市再生事業計画 2の認定を受けている。 

・ 開発地区は東街区と西街区で構成され、建物用途は東街区が事務所、店舗、インキュベーション施設等、

西街区は劇場・ホール、ホテル、店舗等となる。着工はそれぞれ 2024 年 1 月、同 2 月で、東街区の全体

竣工は 2028 年 10 月末、西街区は同 3 月末を予定している。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

[出所：TBSHD リリース] 

                                                      
1 国家戦略特別区域とは、国の成長戦略に資する規制・制度改革を実行するため、国が政令で指定した区域に限定して規制の特

例措置の創設などを行う制度。経済社会の構造改革を重点的に推進することにより、産業の国際競争力を強化し、国際的な経済

活動の拠点の形成を促進する。 
2 民間都市再生事業計画認定制度とは、都市再生特別措置法による都市再生緊急整備地域内で作成された事業計画について、

都市再生緊急整備地域における市街地の整備を緊急に推進する上で効果的であり、かつ、当該地域を含む都市の再生に著しく

貢献するものであると認められること等基準に適合すると認めたものに対して国土交通大臣が認可する。 
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・ 建築物における省エネ性能に加え、その他の環境・社会リスクへの配慮状況も加味したグリーンビルディング

認証の取得により、環境負荷の低減を図る。本プロジェクトでは建物計画の効率化等で「ZEB Oriented」の認

証取得（事務所部分）、CASBEE の「S ランク」、東京都建築物環境計画書制度の段階 3 の取得を目指す。

予定通りに認証取得ができれば、本プロジェクトは明確な環境改善効果を生むものと評価できる。 

 

 TBS では、『命息づく地球に「最高の“時”」を』をマテリアリティ（重要課題）に定めている。こうした中、報道機

関としてはいち早く TCFD（気候関連財務情報開示タスクフォース）提言への賛同を表明したほか、2050 年

までのカーボンニュートラル達成に向けたロードマップ作成に取り組んでいる。同マテリアリティではエネルギー

消費量や CO2 排出量の削減に取り組む方針で、本プロジェクトはこれらを踏まえて計画された。環境改善効

果が見込まれるグリーンビルディング認証を取得予定の本プロジェクトは、気候変動の緩和に貢献するもので

ある。  

ZEB認証（認証団体：住宅性能評価・表示協会）
ZEB（Net Zero Energy Building）は、年間の一次エネルギー消費量の収支をゼロにすることを目指した建築物。
50%以上の省エネルギーを図った上で、再生可能エネルギー等の導入により、エネルギー消費量を更に削減した建築物に
ついて、その削減量に応じて、ZEB（100%以上削減）、Nearly ZEB（75%以上100%未満削減）、
ZEB Ready（50%以上75%未満削減）と定義される。また、30～40%以上の省エネルギー化を図り、かつ、省エネルギ
ー効果が期待されているものの、建築物省エネ法に基づく省エネルギー計算プログラムにおいて現時点で評価されていな
い技術を活用している建築物のうち1万㎡以上のものがZEB Orientedと定義される。

　
CASBEE 評価認証（認証団体：一般財団法人建築環境・省エネルギー機構）

「Comprehensive Assessment System for Built Environment Efficiency（建築環境総合性能評価システム）」の略称。
建築物を環境性能で評価し格付けする。省エネルギーや環境負荷の少ない資機材の使用といった環境配慮はもとより、
室内の快適性や景観への配慮なども含めた建物の品質を総合的に評価する制度である。
評価結果は、S ランク（素晴らしい）からC ランク（劣る）までの５段階評価となっている。

東京都建築物環境計画書制度
  東京都が平成14年9月よりスタートさせた建築物に係る環境配慮制度。一定規模以上の建築物の新築・増築の際に、環境配慮
  の取組を示した届出を計画時・完了時に提出することが義務づけられている。①エネルギーの使用の合理化 ②資源の適正利
  用 ③自然環境の保全 ④ヒートアイランド現象の緩和の4分野について環境配慮の項目ごとに段階1～3(段階3が最上位)で評価
  される。
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[出所：TBSHD リリース] 
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 東日本大震災の際、東京都で約 352 万人（内閣府推計）の帰宅困難者が生じた。こうした背景から、都は防

災対応指針及び東京都帰宅困難者条例を、また、TBS ホールディングスが本社を構え、「赤坂二・六丁目

地区開発計画」の対象地でもある港区では港区防災対応基本条例を制定している。港区の昼間人口は東

京 23 区内でも多く、昼夜間人口比率は全国的にも非常に高いうえ、区民避難所（地域防災拠点）や公園の

設置状況などからみて、開発地周辺でまとまった人数を収容できる施設・オープンスペースは限られている。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

[出所：総務省統計局「令和２年国勢調査」] 
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 本プロジェクトでは帰宅困難者を受け入れる一時滞在施設（合計約 1,100 ㎡、約 650 人収容可能）と防災

備蓄倉庫（約 100 ㎡、約 650 人分）と、屋外に災害時の一時待機場所（合計約 1,500 ㎡）を設ける。その

ほかにもサイネージを活用した災害情報の発信、DHC 事業者と連携した CGS の活用と非常用発電施設によ

る電力の確保など、防災対応力の強化を図る。「赤坂二・六丁目地区開発計画」が受けた国家戦略都市計

画建築物等整備事業では、帰宅困難者支援施設の整備など高度防災都市づくりへの貢献も評価の一部に

なっている。 

 TBS ホールディングスでは、2022 年に赤坂地区の発展と安全・安心の向上、SDGｓの普及・達成を目的に区

と連携協力協定を締結したほか、様々なイベントで場所の提供や講座を実施するなど、行政との連携を深め

てきた。また、「赤坂サカス広場」でお祭りを開催するなど、地域との結びつきを意識した活動を展開、地元住

民からも親しまれ有事の際に頼りにされる存在になれるよう努めている。こうした中、防災機能を高めた設計

になっている東街区・西街区の稼働は、これまでの取り組みも加わって、地域の災害対応力の向上につなが

る効果が期待できる。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

[出所：TBSHD リリース] 

 開発地の位置する赤坂駅南側は、歩行・滞留空間の不足等を要因としてバリアフリー動線が確保されていな

いうえ、道路も混雑感が強いなど、歩行者の安全性・快適性に課題を抱えている。 

 本プロジェクトでは地下 2 階～地上にかけて、駅とまちの境界を感じさせない駅前空間や賑わい・交流の場と

なる広場（合計約 4,900 ㎡）の整備を行い、東京メトロ「赤坂駅」から連続した空間で地上まで移動できるよう

になる。両街区の駅出入口では、エレベーターやエスカレーターなどのバリアフリー動線を整備し、駅・まちを

往来する利用者の回遊性・利便性の向上を図る。 

 災害対応力やバリアフリー化も狙った、本プロジェクトはマテリアリティ『メディアとしての「社会的使命」を果たす』

を踏まえて計画され、公共的・社会的使命を持つメディアを包含するグループとしての責任を果たすものと位

置付けられる。赤坂地区における社会課題に対して明確な社会的効果を生み出すものになると考えられる。 
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(2) グリーン適格事業と環境改善効果 

B.カーボンゼロに向けた実践 

環境性能の高い建物の取得 

以下のいずれかの建物認証を取得もしくは更新した建物、または将来取得もしくは更新予定の建物 

 CASBEE 建築（新築、既存、改修）または CASBEE 不動産における A ランク以上 

 LEED 認証における Silver 以上 

 DBJ Green Building 認証における 3 つ星以上 

 BELS（建築物省エネルギー性能表示制度）における 5 つ星以上 

 ZEB における Oriented 以上 

 

事業区分：グリーンビルディング/エネルギー効率 

貢献する SDGs： 「7.エネルギーをみんなに そしてクリーンに」「11.住み続けられるまちづくりを」         

「13.気候変動に具体的な対策を」 

 

 

・ 住宅・建築物から排出される温室効果ガスは、国内排出量の約 3 割を占めると推計される。国は第 6 次エ

ネルギー基本計画において、住宅・建築物のストック平均の省エネルギー性能が、2050 年に ZEH・ZEB 基

準と同水準となることを目指している。この方向性の下、2025 年 4 月以降に着工するすべての建築物は省

エネ基準への適合が義務付けられる。 

・ 不動産事業を手掛け、かつカーボンニュートラルを目指す TBS にとって、保有物件の脱炭素化は重要な取り

組みである。調達資金はグリーンビルディングに関する認証を取得もしくは更新した建物、または将来取得も

しくは更新予定の建物に充当されるため、一定の環境改善効果が見込まれる。環境改善効果は認証した

（する予定の）認証の種類とランク、CO2 排出量、エネルギー使用量、水使用量で示される。 
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再生可能エネルギー発電への投資、再エネ由来電力・グリーン水素の購入 

事業区分：再生可能エネルギー 

貢献する SDGs：「7.エネルギーをみんなに そしてクリーンに」「13.気候変動に具体的な対策を」 

 

 

・ 日本は 2020 年に「2050 年カーボンニュートラル」を目指すことを宣言し、第 6 次エネルギー基本計画にお

いて 2030 年度の電源構成における再生可能エネルギー比率を 36～38%へと大幅に引き上げるなど再生

可能エネルギーの主力電源化を明確に打ち出している。 

・ TBS グループは 2022 年に世界初の水素中継車を導入したほか、グループ会社で冷暖房や給湯用の熱、

電力を供給している赤坂熱供給では、グリーン水素などの低炭素・脱炭素エネルギー調達や利用を検討して

いる。2024 年度から始まった中期経営計画では 2026 年度までにグループ全社の再エネ電力比率 100%

CASBEE 評価認証（認証団体：一般財団法人建築環境・省エネルギー機構）
「Comprehensive Assessment System for Built Environment Efficiency（建築環境総合性能評価システム）」の略称。
建築物を環境性能で評価し格付けする。省エネルギーや環境負荷の少ない資機材の使用といった環境配慮はもとより、
室内の快適性や景観への配慮なども含めた建物の品質を総合的に評価する制度である。
評価結果は、S ランク（素晴らしい）からC ランク（劣る）までの５段階評価となっている。

LEED認証（認証団体：米国グリーンビルディング協会（US Green Building Council））
「Leadership in Energy and Environmental Design（エネルギーと環境に配慮したデザインにおけるリーダーシップ）」
の略称。米国発祥のグリーンビルディング認証プログラム。建築物全体の企画・設計から建築施工、運営・メンテナンス
までにわたって様々なシステムを通じ、エネルギー性能をはじめとする総合的環境負荷を評価する。必要条件を満たした
上で、取得したポイントによって標準認証、シルバー、ゴールド、プラチナの4つの認証レベルが用意されている。

DBJ Green Building 認証（認証団体：株式会社日本政策投資銀行及び一般財団法人日本不動産研究所（JREI））
対象物件の環境性能のみならず、テナント利用者の快適性、防災・防犯等のリスクマネジメント、周辺環境・コミュニティ
への配慮、ステークホルダーとの協業等を含めた総合的な評価を行う認証制度。評価結果は星５（国内トップクラスの卓越
した配慮がなされた建物）から星１（十分な配慮がなされた建物）までの５段階評価となっている。
総合評価のうち環境性能項目に関する評価が確認できる場合、環境認証として有効と考えられる。

BELS認証（認証団体：住宅性能評価・表示協会）
「Building-Housing Energy-efficiency Labeling System（建築物省エネルギー性能表示制度）」の略称。国土交通省が
定めた「建築物の省エネ性能表示のガイドライン（建築物のエネルギー消費性能の表示に関する指針）」に基づく認証制度。
エネルギー消費性能、断熱性能などを第三者機関がを客観的に評価し、そのレベルを表示する。

ZEB認証（認証団体：住宅性能評価・表示協会）
ZEB（Net Zero Energy Building）は、年間の一次エネルギー消費量の収支をゼロにすることを目指した建築物。
50%以上の省エネルギーを図った上で、再生可能エネルギー等の導入により、エネルギー消費量を更に削減した建築物に
ついて、その削減量に応じて、ZEB（100%以上削減）、Nearly ZEB（75%以上100%未満削減）、
ZEB Ready（50%以上75%未満削減）と定義される。また、30～40%以上の省エネルギー化を図り、かつ、省エネルギ
ー効果が期待されているものの、建築物省エネ法に基づく省エネルギー計算プログラムにおいて現時点で評価されていな
い技術を活用している建築物のうち1万㎡以上のものがZEB Orientedと定義される。
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達成を掲げるなど、再生可能エネルギーの調達・活用に前向きな姿勢を示している。 

・ 投資対象は再生可能エネルギー（太陽光、風力等）の発電にかかる投融資・開発・建設・管理・運営保守そ

の他関連支出、再生可能エネルギー由来の電量や非化石証書、グリーン電力証書、J-クレジット購入にか

かる投融資及び支出、グリーン水素の購入・利用に関連する設備にかかる投融資・開発・建設・管理・運営

保守その他関連支出になる。対象となる水素は日本の水素基本戦略で掲げられる目標値（現時点では

3.4kg-CO2/kg-H2）を満たすものに、また、対象となる設備は化石燃料を使わないものに限っている。調達

資金の使途は、再生可能エネルギーの主力電源化を謳う国の戦略や経営方針に沿ったものといえ、一定の

環境改善効果が見込まれる。環境改善効果は再生可能エネルギーによる発電容量や、発電電力量、CO2

排出量、購入した再生可能エネルギー、グリーン水素による CO2 削減量で示される。 

 

建築物・施設の省エネ改修 

事業区分：エネルギー効率 

貢献する SDGs：「7.エネルギーをみんなに そしてクリーンに」「13.気候変動に具体的な対策を」 

 

 

 TBS グループでは 2023 年度に主要施設（放送センター、赤坂サカス文化施設、緑山スタジオ）のカーボン

ニュートラルを実現し、スタジオでの収録や生放送が CO2 排出ゼロで行われることとなった。番組制作の現場

ではペーパーレス化の推進など環境負荷を軽減する施策を進めている。もっとも、2024 年度からの中期経

営計画では 2026 年度までに CO2 排出量を 2022 年度比 50%減らすことを掲げているうえ、2050 年までの

カーボンニュートラル達成に向けたロードマップの作成にも取り組んでいる。さらなる脱炭素化に向けた取り組

みとして、保有施設内での省エネ機器・設備の導入や改修の促進が欠かせない。 

・ 資金使途としては、LED 照明や高効率空調機といった省エネ機器・設備の導入・改修を想定している。なお、

省エネ改修にあたって改修前と比較して 30%以上のエネルギー削減効果をもたらすものに、また、改修前後

のエネルギー削減率が計算できない場合は省エネ法に基づくトップランナー制度における省エネ基準等を満

たすものに限っており、一定の環境改善効果が見込まれる。環境改善効果は導入した省エネ設備や省エネ

製品の数、CO2 削減量、エネルギー使用の削減量で示される。 
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３. プロジェクトの評価及び選定のプロセス 

環境・社会面の目標、プロジェクトの評価・選定のプロセス、環境・社会リスクの特定・緩和・管理に関するプロセ

スが示されている。プロセスは、環境・社会に配慮したプロジェクトを選定するように定められている。評価・選定の

プロセスは適切である。 

(1) 環境面での目標・社会的な目標 

 各グリーンプロジェクトの環境面での目標は気候変動の緩和である。また、TBS グループでは、高齢者や障が

い者、自然災害の罹災者を含むあらゆる人々に幅広く責任を負っていると認識し、災害発生時には放送・配

信など、あらゆるプラットフォームから命を守るための情報を発信している。赤坂エンタテインメント・シティでは、

あらゆる人の回遊性・利便性向上と災害時の安全・安心の提供を目指す。 

 

(2) 規準 

 本オピニオン 1～2 ページの表に記載された、サステナビリティ適格事業もしくはグリーン適格事業の要件を

満たすプロジェクトが、充当対象として選定される。各適格要件は TBS のサステナビリティ方針に沿ったもので

ある。 

 

サステナビリティ推進体制及び方針、重要課題 

 TBS グループは、日本を代表する報道機関として地球/社会/自社のサステナビリティに幅広く責任を負って

いると考えている。パートナー企業・団体とともに、メディア・コンテンツの力を駆使して、社会課題解決のムー

ブメントを創出していく。持続可能な社会の実現に向けた取り組みを一層強化・促進するため、代表取締役を

委員長、CSO（最高サステナビリティ責任者）である常務取締役を副委員長とするサステナビリティ委員会を

設置しており、取締役会で承認されたサステナビリティ方針を策定している。サステナビリティ委員会では、

「気候変動対策」「人的資本」「知的財産」「ウエルネス」の４つのワーキンググループと、「人権小委員会」が

設置され、ESG 及び SDGs に関する課題に具体策を検討し、実行している。 

 

 

 

 

 

 

 

 

[出所：TBSHD リリース] 



セカンドオピニオン 

 

13/17 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

[出所：TBSHD リリース] 

 TBS グループは創立以来、テレビ・ラジオの放送を通じて国民の知る権利への奉仕に努めてきた。もっとも、

近年は取り巻く環境が急速に変化しており、予測の難しい経営環境が続いている。こうした中、社会に求めら

れる企業として持続的に企業価値を向上していくことがグループ最大の課題であるとの認識に立ち、長期的

な視点から、将来の目指す姿として「TBS グループ VISION2030」を 2021 年に策定した。さらに 2022 年に

は ESG 経営の推進に不可欠なマテリアリティ（重要課題）を特定し、公表している。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

[出所：TBSHD リリース] 
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 環境面でのマテリアリティは、『命息づく地球に「最高の“時”」を』である。報道機関としてはいち早く TCFD（気

候関連財務情報開示タスクフォース）提言への賛同を表明し、1.5℃/4℃のシナリオに沿って分析・検討した

報告書を 2022 年に開示した。2024 年度からの中期経営計画では 2026 年度までに CO2 排出量 2022 年

度比 50%減を目指しており、さらに 2024 年度以降の取り組みとして、2050 年までのカーボンニュートラル達

成に向けたロードマップ作成に取り組む。 

 社会面でのマテリアリティのひとつが、『メディアとしての「社会的使命」を果たす』である。高齢者や障がい者、

自然災害の罹災者を含むあらゆる人々に幅広く責任を負っていると認識し、災害発生時には放送・配信など、

あらゆるプラットフォームから命を守るための情報を発信している。 

 

(3) プロジェクトの評価・選定のプロセス 

 TBS ホールディングスの財務部及び SDGs・ESG 統括部が、適格事業を行うグループ各事業会社と協働して

調達資金の使途にて定める適格クライテリアへの適合状況に基づいて選定し、財務部担当役員が最終決定

する。 

 

(4) 環境・社会リスクの特定・緩和・管理に関するプロセス 

 各プロジェクトの適格性の評価にあたっては、潜在的にネガティブな環境面・社会面の影響に配慮しており、

以下の項目に対応していることを確認している。 

 国もしくは事業実施の所在地の地方自治体で求められる環境関連法令等の遵守と、必要に応じた環

境への影響調査の実施 

 事業実施にあたって地域住民への十分な説明の実施 

 TBS グループの経営理念・経営方針、サステナビリティ方針などに沿った資材調達、環境汚染の防止、

労働環境、人権への配慮の実施 

 

４. 調達資金の管理 

調達資金をサステナビリティプロジェクトとグリーンプロジェクトに充当するための追跡管理の方法、未充当資金の

運用方法が示されている。調達資金の管理は適切である。 

 サステナビリティ・ファイナンス等による調達資金について、財務部が適格事業への充当及び管理を行う。サ

ステナビリティ・ファイナンス等による調達資金が適格事業に充当されるまでの間、または十分な適格事業が

ない場合の未充当資金は、現金または現金同等物で運用される。時期の遅れ以外の理由で未充当金の発

生が明らかになった場合は、プロジェクトの評価及び選定プロセスに従い、適格クライテリアを満たす他のプロ

ジェクトに早期に充当される。資金充当後は、財務部が資金の充当状況を年次で追跡・管理する。 
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５. レポーティング 

開示（報告）のタイミング、方法、開示（報告）事項が示されている。サステナビリティプロジェクトとグリーンプロジ

ェクトの環境改善効果に係る指標は環境面での目標に、サステナビリティプロジェクトの社会的効果に係る指標は

社会的な目標にそれぞれ整合している。レポーティングは適切である。 

(1) 開示の概要 

・ 資金充当状況レポーティング及びインパクトレポーティングは、実務上可能な範囲で TBS ホールディングスの

ウェブサイトにて年次で開示される。ただし、ローンの場合はローンの貸し手にのみ報告し、シンジケートローン

の場合はエージェントを通じて貸し手にのみ報告する可能性がある。初回の開示は資金調達から 1 年以内に

行われる。なお、調達資金の充当計画に大きな変更が生じた場合や、調達資金の充当後、計画に大きな影

響をおよぼす状況の変化が生じた場合には適時開示される。 

・ TBS ホールディングスは、サステナビリティ・ファイナンス等により調達した資金が全額、適格プロジェクトに充

当されるまでの間、調達資金の充当状況に関する以下の項目について開示する予定である。 

資金充当状況レポーティング 

 調達資金を充当した適格プロジェクトのリストとその概要（進捗状況を含む） 

 充当金額 

 未充当金の残高及び運用方法 

 調達資金のうちリファイナンスに充当された部分の概算額または割合 

 

(2) 環境・社会的効果に係る指標 

・ サステナビリティプロジェクトとグリーンプロジェクトの環境改善効果、サステナビリティプロジェクトの社会的効果

の開示に関しては以下の内容を予定しており、環境面での目標・社会的な目標に整合している。 

・ TBS ホールディングスは、サステナビリティ・ファイナンス等により調達した資金が償還もしくは返済されるまで

の間、適格プロジェクトによる環境改善効果及び社会課題の解決に関する以下の項目について実務上可能

な範囲において開示する。 
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サステナビリティ適格事業  

 A.コンテンツ主導による最高の“時”を届ける街づくり（赤坂エンタテインメント・シティ計画） 

グリーン（事業区分：エネルギー効率/グリーンビルディング） 

・取得した（する予定の）建物認証の種類とランク 

・下記指標のいずれかまたはすべてを開示 

CO2 排出量（t-CO2）、エネルギー使用量（kWh）、水使用量（㎥） 

ソーシャル 

事業区分 アウトプット アウトカム インパクト 

社会経済的向上と

エンパワーメント 

バリアフリー対応に

関連する投資概要 

スロープ設置数、      

バリアフリートイレの設置数等 

あらゆる人に優しい社会の実現 

手ごろな価格の   

基本的インフラ設備 

防災関連における

投資概要 

防災対応品目と数量、 

供給対応人数 

災害に強い社会の実現 

グリーン適格事業 

 B.カーボンゼロに向けた実践 

事業区分 レポーティング項目 

エネルギー効率/ 

グリーンビルディング 

・取得した（する予定の）認証の種類とランク 

下記指標のいずれかまたはすべてを開示 

・CO2 排出量（t-CO2） 

・エネルギー使用量（kWh） 

・水使用量（㎥） 

再生可能エネルギー 

下記指標のいずれかまたはすべてを開示 

・再生可能エネルギーによる発電容量（MW） 

・発電電力量（MWh） 

・CO2 削減量（t-CO2） 

・購入した再生可能エネルギー、グリーン水素による CO2 削減量（t-CO2） 

エネルギー効率            

下記指標のいずれかまたはすべてを開示 

・導入した省エネ設備や省エネ製品の数 

・CO2 削減量（t-CO2） 

・エネルギー使用の削減量（kL 等） 

以 上 
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